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１．はじめに
イングランド、そしてブリテンの海軍力は18世紀を通じて他国を圧倒するものとなっていく。
しかし、その海軍力を担う艦船を建造するための部材、すなわち船舶必需品（１）（naval stores）
のほとんどは輸入に頼っていた。なかでも、バルト海貿易は17世紀以来、イングランドにとって
船舶必需品の主要な供給源であった。船体を建造する主要な部材であった木材は、主にノル
ウェーから、帆やロープ、また船体の充填にも用いられた麻・亜麻は、主にアルハンゲリスクを
通じてロシアから、そして、本論文で中心として扱う物資であり、船体や索具の保護材として用
いられたピッチ・タールは、主にスウェーデンから輸入されていた。スペイン継承戦争（1702-
1714）が勃発すると、イングランドにおいて軍艦の建造、補修の重要性が高まり、海軍の船舶必
需品需要は増加した。しかし、同時期の大北方戦争（1700-1721）の勃発はバルト海情勢を著し
く悪化させ（２）、さらに、スウェーデンの政策によりピッチ・タールの供給が困難になるとの報
告が1703年には入ったことで、イングランドはその事態に対応する必要に迫られることとなった。
戦時のなか、軍艦を建造する物資の供給不安は大きな問題となり、様々な対応策が検討されてい
く。その中の一つとして、北米植民地でピッチ・タールを中心とした船舶必需品を生産するとい
う北米植民地産船舶必需品生産計画（以下、単に船舶必需品生産計画とする）が着目され、実行
されていくこととなる。造船用木材はもちろん、ピッチ・タールもまた森林資源を利用して生産
される物資であり、豊富な森林資源を有する北米植民地、特に北米北部植民地（３）（以下、単に北
部植民地とする）は、ニューイングランドが共和政期より船舶必需品生産地として着目されてい
た（４）ように、有力な生産地とみなされた。
この船舶必需品生産計画の現地での推進者は北米植民地の総督であった。17世紀末以降、植民
地総督は本国の指示に従い、もしくは本国に対して提案することでこの計画を北米大陸で実施し
ていく存在であった。計画の対象となった植民地のほとんどは王領植民地であったが、これらの
植民地の総督は国王から任命される勅任総督であり、通商委員会（Board of Trade）、国務大臣
（Secretary of State）、そして本国議会からの指示を基に植民地の統治を行い、植民地の情報を
絶えず本国へと報告していた。
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17世紀から18世紀の植民地政策において植民地総督は大きな存在であり、同時期のブリテンの
植民地政策に関する膨大な研究の蓄積において、北米植民地の総督は20世紀初頭より研究対象と
されてきた。植民地総督と本国政府の関係に着目したディッカーソン（５）による古典的な研究を
端緒とし、通商委員会の研究の中で、植民地総督との関係を取り扱ったスティール（６）のものや、
植民地におけるインタレストグループとしての総督に着目した、オルソン（７）による植民地統治
の研究を代表的なものとしてあげることが出来る。これらの研究では本国植民地行政の中での総
督の位置づけを検討することに主眼が置かれており、植民地総督は本国の植民地行政を実行する
ための存在であり、本国政府の内部に位置付けられている。そして、これらの論において植民地
総督は本国の命令を執行する存在として認識され、植民地において本国の利益を代弁するための
存在とみなされている。
だが、植民地総督がどの程度本国政府の政策意図を理解し、実行していたかという点を検討す
ると、総督は本国の指示を唯々諾々と実行していく存在ではなく、植民地側の利益を本国に対し
て訴える存在でもあったことが見えてくる。その傾向が強く出ていたのが、本論文が中心として
取り扱う事例である船舶必需品生産計画である。しかし、この計画に関する研究はそれほど多く
は無く、植民地総督と計画との関係に着目した論考は見られない。19世紀末のロードによる先駆
的研究（８）では、船舶必需品生産計画を北米植民地政策の一環として捉えている。このロードの
研究を端緒に、オスグッド（９）、ネッテルス（10）、アルビオン（11）といった研究者が帝国史の文脈を
利用しつつ、研究を行ったが、彼らは総じて船舶必需品生産計画を本国による重商主義的な植民
地政策の一つとして捉えている。1970年代前半までに船舶必需品生産計画の研究は進展し、先の
アルビオン（12）に加え、マローン（13）、キーバイ（14）、我が国においては宇治田（15）がこの問題を専門
に取り扱う著作や論文を発表している。しかし、1970年代後半以降、この分野を対象とする研究
は、アウトランド（16）のものを除いて見られない。さらに、これらの研究は計画の主導的立場に
あった通商委員会もしくは海軍のどちらか一方にのみ焦点を当てており、計画の遂行を担ってい
た植民地総督の役割については殆ど言及していない。
船舶必需品生産計画の研究は、植民地総督の役割を再考することを可能とするだけではなく、
北米植民地政策におけるヨーロッパ・コンテクストの重要性を示す事例であり、大西洋通商と
ヨーロッパ域内通商とを結節させて検討することのできる事例である。そのため、計画における
植民地総督の重要性と役割について検討するうえでまず、大西洋貿易とヨーロッパ域内貿易との
関係に着目しつつ、船舶必需品生産計画について通商委員会と海軍双方からの検討をする。その
うえで、この計画を植民地総督はどのようなものと捉え、どのように利用したかを検討する。こ
れにより、18世紀初頭の植民地総督や植民地政策を検討する上でのヨーロッパ・コンテクストの
重要性を示すことが可能になる。
先行研究において、植民地総督は、本国行政側の一機構として見られ、さほど植民地現地の利
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害に積極的にかかわる存在ではないものとして扱われている。しかし、植民地総督はこの計画を
本国の利益のために推進するだけでなく、植民地のための利益を引き出すためにも計画を利用し
ていた。そのため、本計画と植民地総督との関係を検討することで、植民地総督は本国行政の一
端を担いながらも、植民地在住者として植民地側の利害を代表する立場にもあったことを示す。
1980年代後半から行われてきた「新たな帝国史」やアトランティック・ヒストリーの文脈を用い
た研究のなかで、植民地と本国との双方向の関係性が着目されている。そのような研究視角を念
頭にいれつつ、本論文では本国行政機構の一つでありながらも、植民地の利害にも密接にかかわ
らざるを得なくなった存在という双方向的な植民地総督の性質に着目し、植民地総督が植民地行
政においてどのような存在であったのかを分析していく。本国の意向を受けて任命されていた王
領植民地の勅任総督であっても、本国の意向と植民地の状況を勘案したうえで、独自の見解を持
ち、それを本国へと発信していたことを、船舶必需品生産計画を通じて説明し、その上で、植民
地総督が、イングランドの植民地行政において如何なる役割を果たしていたのかを分析すること
が本論文の目的である。
２．海軍の船舶必需品調達
海軍は主にバルト海貿易によって自らの船舶必需品を調達していたが、外国との貿易に戦略物
資である船舶必需品の供給を依存しているという事態には一定の危惧は持っていた。17世紀より、
海軍は船舶必需品の自給を念頭に北米の森林資源に着目しており（17）、1697年には、海軍省
（Admiralty）が、当時植民地側の代理人を務めていたサー・ヘンリー・アシュースト（Sir 
Henry Ashurst）とともに４名の調査委員を北米大陸に派遣し、当地での森林資源の実態と船舶
必需品の生産可能性を調査している（18）。また、北米産の船舶必需品のサンプルの検品を行う（19）
など、独自に植民地からの供給の模索をしていた。但し、スペイン継承戦争勃発以前には、決定
的な供給不安が発生していなかったこともあり、バルト海貿易への依存からの脱却を図るまでは
至ってはいなかった。
しかし、スペイン継承戦争勃発により状況が大きく変化する。特に、1702年から1706年にかけ
ての船舶必需品、特にピッチとタールの輸入状況は大きな変動を見せ、それに合わせて船舶必需
品生産計画が形成されていくこととなる。そして、船舶必需品生産計画の根幹を為した法律であ
る海軍資材法（20）（Naval Stores Act）もこの間の1704年に制定される。
スペイン継承戦争期前半、1702年から1706年にかけてのピッチ・タールの供給量を詳しく見る
と、1702年の大幅な供給量の減少が見てとれる（21）。前年の輸入量は2898ラスト（22）であったのに
対し、1702年には1234ラストまで減少している。これはスウェーデンからの供給量が1701年の
2509ラストから1702年には908ラストへと大幅に落ち込んだことに起因するものである。この年
にはイングランドの対スウェーデン総輸入額も大幅に落ち込んでおり、同時にイーストカント
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リーからの総輸入額も大幅な下落を見せている（23）ことから、この輸入量の減少は大北方戦争の
影響と考えられる。だが、1702年の調達量の急減自体は、海軍の船舶必需品の備蓄量には大きく
影響を与え、供給不安の解消を緊急の課題とした一要因であったものの、北米植民地での生産の
議論に関して大きな影響を与えはしなかった。船舶必需品生産計画に重大な影響を及ぼすことと
なったのは、1703年のストックホルムタール会社の独占強化であった。
1703年にスウェーデン産ピッチ・タールを一手に取り扱っていたストックホルムタール会社が
その独占を強化し、イングランド人商人がスウェーデン産ピッチ・タールの供給を行えなくなる
という事態が発生した結果（24）、海軍は他地域からの船舶必需品の供給を検討することとなる。
この独占強化の報告を受けて、海軍は積極的にバルト海情勢の情報を収集するとともに、海軍局
（Navy Board）から海軍省へのピッチ・タール供給に関する報告に見られるように（25）、事態の
改善策を検討していく。海軍局から海軍省へのピッチ・タール欠乏の報告では、翌1704年にはこ
れらの物資が欠乏する懸念があることが述べられていた。また、海軍司令長官（Lord High 
Admiral）から海軍局への手紙の中でも、翌年の不足分見込みが具体的な数字で報告されてお
り（26）、海軍省、海軍局双方で、ピッチとタールの供給不安は重要な問題とされた。海軍が得た
スウェーデンの状況の多くは、ピッチ・タールの納入契約を海軍と結び、バルト海貿易に従事し
ていたホール、グールド（27）からの情報を基にしたものであった。船舶必需品の供給不安に対して、
バルト海貿易従事者を通じてスウェーデンの情報を海軍が多く集めていたという事実は、独占強
化が伝えられた当初の海軍がスウェーデンの状況把握を重視していたことを表している。
しかし、1703年後半に相次いで、スウェーデンの状況が早急に改善する見込みが薄いという報
告がもたらされると、海軍は、スウェーデンからの輸入に拘泥することなく、様々な地域からの
輸入を検討するようになる。候補として、北米植民地、ノルウェー、ロシア、オランダと多様な
地域を挙げ、それらの地域が船舶必需品の供給源として適当か否か検討を海軍は加えていった（28）。
海軍は各地域ともに様々な問題点があることを指摘していたが、この時点ではオランダとドイツ
からの供給に最も期待を寄せることとなる（29）。当時のオランダは船舶必需品の一大集積地であり、
バルト海貿易を通じて得た多量の船舶必需品を、オランダは自ら利用するだけではなく、各地へ
と再輸出していた。また、ドイツもスウェーデンには及ばないものの船舶必需品の生産地とみな
されていた。1703年から1704年にかけての海軍によるオランダ、ドイツからの供給の模索は実際
の供給に結びつき、1704年、1705年の２年間に限り、一時的なオランダ、ドイツからの供給が増
えることとなる（30）。1703年にはオランダからの輸入量はわずか５ラストだったのに対し、1704
－５年の２年間で600ラスト以上を輸入している。同様に、ドイツからも1703年以前はほぼゼロ
であった輸入量が、この２年間の合計は220ラストを越えた。これらは海軍による緊急の調達の
結果であると考えられ、在庫の飽和が報告される1706年になると両地域からの供給が元の水準に
戻ることからも、両地域からの供給が一時的なものであったと判断できる。加えて、1706年には
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輸入量が減っているという事実は、供給不安に対応するためのスウェーデン産ピッチ・タールの
補てんの役割をオランダ、ドイツからの輸入は期待されていたことを表している。また、1704年
から1705年にかけてオランダ発、特にアムステルダムとロッテルダムからのピッチ・タール調達
船舶への護衛艦の派遣要請と海軍内でのその検討が増加した（31）ことからも、オランダからの調
達が重要とみなされたことが理解できる。
オランダ、ドイツからの輸入の検討及び実施の一方で、1702年から1703年にかけての船舶必需
品の供給不安の結果、北米植民地、ロシア、ドイツといった様々な地域からピッチ・タールを調
達するという提案が商人から海軍にもたらされることとなった。これは、スウェーデンからの供
給が支配的であった状況が崩れ、海軍が多様な供給地を模索していることを受けて、それぞれの
利害関係者が商機と捉えたことが原因である。これらの提案の中でも、北米植民地からの提案は
海軍資材法の制定に大きな影響を与えた。1703年11月には、通商委員会がそれまで自らがまとめ
た情報を基に、北米植民地からピッチとタールを供給する案を海軍省に送付し、北米植民地によ
る生産が最も適切であるとの主張を表明することとなる（32）。1704年に至っても、海軍は、様々
な地域からの供給に関する提案の検討を行っていたが、同年は北米植民地からの調達検討に重点
が置かれていく時期であり、このことについての検討が前年に比べると増加していく。これは、
海軍資材法制定に向けて通商委員会で議論が活発になったことに起因し、これらの議論を基にし
つつ、1705年には海軍資材法が施行される。
海軍が供給不安を訴えた時期である1703年から1705年には海軍と通商委員会を中心に、ピッ
チ・タールの供給不安が非常に大きな論題になり、これは将来的な供給不安への危惧が大きな問
題とされたが、実際にはスウェーデンから需要を満たす分だけ輸入することができていた。また、
1704年には、前年には見られたイングランド側の商人からストックホルムタール会社との契約締
結が困難であるとの報告が見られなくなり、1703年以前のような供給体制へと回復できたと見ら
れる。実際、1706年にはピッチとタールの在庫が飽和状態であるとの報告もされており（33）、供
給不安は海軍にとって一時的なものであり、この時にはすでに解消されていた。1703年以降の
ピッチ・タールの総輸入量は、1703年3841.4ラスト、1704年5127.1ラスト、1705年4141.1ラスト、
1706年3184.3ラストと回復し、スウェーデンからも毎年2000ラストを越える輸入量があった（34）。
一方、植民地からの供給は1706年ごろより徐々に増加していく（35）。これは海軍資材法制定によ
る影響であった。海軍資材法による奨励金給付の結果、植民地産船舶必需品の貿易が商人にとっ
て利益を得ることのできるものとなったためである。但し、本格的な植民地からの輸入が開始す
るのはスペイン継承戦争後であり、この時期の輸入量は全体の割合から見れば微々たるもので
あった。1703年の海軍局による海軍省への報告の中でも、北米植民地は期待できる生産地である
ものの、量的に少ないという見解が述べられている（36）ように、スペイン継承戦争初期の北米植
民地は船舶必需品の供給源として大きな期待は寄せられていなかった。
82
1704年の海軍はスウェーデン以外のピッチとタールの供給源の模索に積極的であった。しかし、
海軍は1705年以降、各地からのピッチ・タールの供給提案に対する態度を変化させていく。1703
年には多様な地域からの供給を模索していた海軍であったが、1705年の海軍局から海軍省への報
告では既に「陛下のためのこれらの物資の更なる供給の必要性があるならば、陛下への奉職に
とって最適である（37）」とあるが、ここでは現状では物資の供給が足りていることが示され、物
資の窮乏を訴えるような緊急性を伴う報告ではなくなっている。また、その報告の中では「いか
なる人物がデンマーク、ノルウェー、ニューイングランド、その他の場所から、しかるべき方法
にて陛下への奉職に適するこれらの物資（ピッチ・タール）（38）を如何なる量での輸入すること
を請け負うならば、その時には、彼らは（海軍が契約している商人と）全く同様に我々に遇せら
れる機会を得るであろう」と、特定の地域からの提供者を保護するつもりはないことを表明して
いる。この意見は、後述する1706年の意見とともに北米植民地産船舶必需品への海軍の見解を表
し、この時期には既にピッチとタールの供給不安の改善は海軍にとって急務ではなくなっている
ことを示している。
1703年から1704年にかけての海軍の対応と、1705年以降の対応とを比較すると、ピッチ・ター
ルの大規模な供給不安と、海軍による代替供給地の積極的な模索が行われたのは1703年から1704
年に限られていたことが理解できる。海軍にとってピッチ・タールの供給不安は1705年には改善
し、緊急の対応をとる必要はなくなった。しかし、その1705年に海軍資材法は施行された。海軍
資材法が施行されたのが、1705年ということを考慮すると、この法律によって海軍の供給不安を
解消するという意図は少なくとも海軍側にはもはやなかったということになる。海軍にとって、
この法律に期待する役割は、第一にピッチ・タールの価格の低減であり、第二に今後の供給不安
に対するための予備供給地の創出にあった。つまり、北米産の船舶必需品を供給することで、ス
ウェーデンによる独占体制を打破し、イングランド海軍がスウェーデン産船舶必需品に過度に依
存するという体質を改善することを狙っていた。
このような海軍の態度が明確に表れたのが、1706年に通商委員会によって召喚された海軍局の
委員が、通商委員会に対して述べた北米植民地での船舶必需品生産計画への意見である（39）。こ
こでは、海軍の利益とイングランドの利益は異なること、海軍はその安価さによりスウェーデン
産の船舶必需品を好むこと、船舶必需品生産計画はイングランドの利益に適うため推進すべきで
あること、船舶必需品生産計画は船舶必需品全体の価格を下げる効果が期待できることなどが述
べられている。これらの意見からは、ピッチ・タールの予備供給地への希求と、それによる価格
の低下について、海軍は強い関心を持っていたことがわかる。1703年以降、海軍は予備供給地の
模索という点で、北米植民地、ヨーロッパ双方において様々な供給地を検討していた。そして、
それは海軍資材法制定後も変わらない海軍の態度であった。1705年の報告においても、条件が同
等ならば様々な地域からの購入を行うことを述べており（40）、現にこの時期には、駐ロシア大使
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チャールズ・ウィトワース（Charles Whitworth）の情報を基にロシアからピッチ・タールを供
給することができないか検討をしていた（41）。しかし、海軍はやみくもに様々な地域からピッチ
とタールを購入すればよいとは考えておらず、どの程度費用が掛かるかを重視していた。そして、
直接購入する場合だけでなく、供給量増大によるスウェーデン産物資の価格の低下という点もま
た重要とみなしていた。ピッチ・タールの購入による海軍の費用負担を低減することを、海軍は
北米植民地での船舶必需品生産に求めたのである。そのため、海軍は北米植民地でのピッチと
タールの生産にはスウェーデンの独占打破や、価格の低下といった点で一定の期待を示していた。
これらの海軍の意見のなかでも、「海軍の利益とイングランドの利益は異なる」という文言は
注目に値する。この海軍の意見の中では何度か「イングランドの利益」という言葉が用いられて
いるが、ここでのイングランドの利益とは、通商委員会が想定する重商主義体制における利益で
あった。通商委員会は、北部植民地での船舶必需品生産によって、バルト海貿易における赤字を
削減するとともに、北部植民地を、イングランド本国を中核に据えた重商主義体制に強固に組み
込むことを意図していた。18世紀初頭においては、重商主義体制が国家の利益と結びつくとの考
えが主流であったとされるが、この海軍の見解から、海軍もまた北部植民地を重商主義体制に組
み込むことの重要性を認識していたことがわかる。そのため、海軍は船舶必需品を北米植民地で
生産することの重商主義的な意義自体は評価していた。しかし、それでもなお海軍は、船舶必需
品購入にかかる費用の削減という海軍にとっての利益を、ピッチとタールの国産化政策がもたら
す様々な通商上の利益と重商主義体制の強化という「イングランドの利益」よりも優先すると主
張していくこととなる。
これらのことは、当時の海軍は、海軍としての利益を第一としていたことを示すものである。
加えて、船舶必需品の調達及び北米植民地での船舶必需品生産に関して、その主たる担い手で
あった海軍と通商委員会の間で完全なコンセンサスまでは取れてはいなかったことも明らかにし
ている。だが、海軍は植民地産の物資にネガティブな評価を下してはいたものの、計画そのもの
の否定は行わなかった。海軍も重商主義体制における北米での船舶必需品生産の有用性は認識し
ていたからである。海軍と通商委員会とは計画に対して意図の齟齬があったが、その差は優先順
位の差であった。
３．重商主義、植民地防衛と船舶必需品生産計画
通商委員会は重商主義的な面における船舶必需品生産計画の中心的な推進者であった。17世紀
末より、北米植民地での船舶必需品生産のための特許会社設立の請願は通商委員会にいくつも提
出されており、特に1703年以降これらの情報を基に北米植民地でピッチとタールを含む船舶必需
品を生産し、本国へと供給するという計画を強力に推し進めていった。請願や、植民地総督、特
にマサチューセッツ総督とニューヨーク総督を務めたベロモント伯（Richard Coote, Earl of Bel-
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lomont）の報告から、通商委員会は、北米植民地は船舶必需品を生産することができる植民地
であるとの認識を持っていた。特に、17世紀末に数多くもたらされたベロモント伯からの報告は、
通商委員会による船舶必需品生産計画に大きく貢献するとともに、そののちの北米植民地での船
舶必需品を生産する際の有用性を主張するロジックの原型が見られる。なかでも、船舶必需品生
産地として北部植民地の有用性を強調すること、フランスとネイティブ・アメリカンの脅威が北
部植民地にはあり、植民地防衛の必要性があることの２点はスペイン継承戦争中の植民地総督の
計画を巡る言説に大きな影響を与えた。そして、「私は考えうる限りにおいて最も重大な二つの
目的について回答する一つの計画を提案する。その目的とは、この植民地（ニューヨーク植民地）
及び他のすべての植民地の防衛と、国王陛下とイングランドという国家に対して船舶必需品を供
給するという目的である（42）」とベロモント伯は通商委員会への報告で論じ、船舶必需品生産と
植民地防衛を結び付けて捉えていた。そして、北部植民地の有用性と、植民地防衛を結びつけた
計画としてベロモント伯はピッチとタールの生産のための屯田兵計画を通商委員会に提案もして
いる（43）。この提案は結実しなかったものの、後段で紹介するプファルツ難民移住計画に大きな
影響を与えた。
1702年までの通商委員会における船舶必需品生産計画は、特許会社設立を巡る請願の検討と、
植民地総督、特に北部植民地総督による船舶必需品生産可能性の報告の検討が主であった。しか
し、1703年のストックホルムタール会社独占が報告されて以降、北部担当国務大臣（Secretary 
of State for the Northern Department）チャールズ・ヘッジス（Sir Charles Hedges）からの要
請（44）もあり、通商委員会によってなされる北米植民地での船舶必需品生産の議論は、どれだけ
植民地から輸入が見込めるかという議論へと変化していく。通商委員会は貴族院での答弁で
「我々は陛下の植民地から船舶必需品、なかでもピッチとタールを輸入する計画を進め、促進す
る努力を続けている（45）」と論じており、ピッチとタールのスウェーデンからの供給が不安定に
なっている状況を改善することは解決すべき重要な課題であった。同時に、比較対象としてロシ
アやイーストカントリーからの供給量についても通商委員会は調査していた（46）。
当初の通商委員会は、船舶必需品生産計画を一部の商人による特許会社設立によって推進する
ことを検討していた（47）。しかし、海軍の自由貿易志向、植民地商人による独占貿易への反対と
いった要素により、結局、通商委員会も北米植民地からの船舶必需品供給は自由貿易によって行
われることへと方針が変化していく（48）。自由貿易を検討するうえで有用な情報となったものが
植民地関係者からの生産提案や生産見込みであった（49）。彼らの情報を基に通商委員会は北米植
民地での船舶必需品生産とその供給について検討を加え、その結果、自由貿易による船舶必需品
の供給を促進することを目的として成立したのが海軍資材法である。そして、その作成には通商
委員会が主導的な役割を果たしていた。
1703年の供給不安の時点ですでに通商委員会は、船舶必需品を北米植民地で生産することの重
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要性を強く主張していた。ただし、通商委員会の主張する重要性とは、1703年に発生した供給不
安を解消するのに北米植民地で船舶必需品を生産することがふさわしいというものではなかった。
重商主義的視点に基づいて、北米植民地産船舶必需品生産の有用性を主張したのである。これは
1703年に通商委員会から海軍へと送った報告の中にすでにみられており、そこでは「植民地から
船舶必需品を持ち込む以上にイングランドを利するものは無いと提案する（50）」と述べている。
また、通商委員会は、海軍への報告の中で、「フランスと彼らのインディアンの侵入によって
引き起こされるニューイングランド北部の荒廃により、イングランドの奨励なしには、この類の
請負契約が個人商人によってなされることはない（51）」と述べている。この、個人商人による貿
易促進のためには本国からの奨励の必要性があるという主張、そして北米植民地との通商におい
てはその高い輸送費が問題となり、それを補てんすることが望まれるという主張は、海軍資材法
の奨励金給付制度に反映されることとなる。また、北部植民地の窮状の要因をフランス、ネイティ
ブ・アメリカンの侵攻に求めるとともに、その改善が北米からの船舶必需品調達には必要である
との考えを示していた。
ベロモント伯の提言、そして通商委員会の意見にみられるように、北米植民地での船舶必需品
生産計画は北米植民地、特に北部植民地の有用性とその防衛論と結節していく。本来はバルト海
情勢の問題であり、海軍の問題であったピッチとタールの調達は、豊富な森林資源を抱えながら
も、フランス領アメリカと隣接し、フランスやネイティブ・アメリカンの脅威にさらされ続けて
いる北部植民地の状況を受けて、植民地政策としての意義を帯びていくのである。通商委員会は
北部植民地における重商主義体制の強化という目的で船舶必需品生産計画を推進していき、その
なかで植民地の防衛と船舶必需品生産との関係が着目されていく。そして、この船舶必需品生産
計画と植民地防衛との関係を、植民地総督は、予備供給地の創出や重商主義体制の構築といった
本国の意図する政策実現のためというよりもむしろ、植民地側のメリットを重視しながら言説と
して用いていく。
植民地総督は、植民地において船舶必需品生産を推進する立場にあり、その状況や経過を通商
委員会に頻繁に報告していた。そのなかで、植民地総督が船舶必需品生産計画に対する自らの見
解を展開していたが、そこでは計画遂行のメリットが主張されていた。彼らが語る北部植民地で
の船舶必需品生産のメリットとは、船舶必需品の自給、本国への輸出品を得ることによる北部植
民地の本国製品への市場化、船舶必需品生産への従事による毛織物産業の抑制といったものであ
る。報告の中で語られていたこれらのメリットは、北部植民地を重商主義体制に組み込むという
通商委員会が主張する船舶必需品生産計画のメリットに合致しているものであった。だが、植民
地総督は単に生産の状況を報告し、通商委員会にとって望ましい情報を伝達するというメッセン
ジャーとしての役割だけでなく、植民地それ自体の利益も考慮していた。これらのメリットを伝
達することで、北部植民地の総督は自らの担当する植民地の有用性を本国に主張していくことと
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なる。そして、植民地の有用性を主張することで総督は本国からの軍事的な支援を引き出すこと
を狙っていた。
スペイン継承戦争中、北部植民地は植民地での対仏戦線の最前線に位置していた。そのため、
北部植民地の総督は、スペイン継承戦争期の船舶必需品生産計画を植民地の軍事活動と関係させ
て語るようになる。これは戦時中により、植民地の防衛の必要が高まっていたこと、それにもか
かわらず北部植民地は、当時の重商主義者の中では有害な植民地とみなされていたことが要因で
あった。ジョサイア・チャイルド（Josiah Child）やジョン・ケアリ（John Cary）といった17世
紀末の重商主義者は、比較対象として、重商主義体制の中で重視された植民地としての西インド
諸島と北米南部植民地を持ち出しつつ、北部植民地は利益の薄い、もしくは本国に有害な植民地
と断じていた（52）。砂糖を生産する西インド諸島、タバコを生産する北米南部植民地と異なり、
北部植民地は本国に有益な主要輸出産品（Staple commodities）を持たず、植民地間での貿易を
行い、毛織物産業が広まっているなど本国の利害と相対すると考えられていたからである。その
ような状況の中で、北部植民地は船舶必需品を産出し、本国にとって有益な植民地であるがゆえ
に、防衛の価値がある植民地であるという主張を植民地総督は展開していく。
名誉革命以降、1690年代より、北部植民地の森林資源調査や資源獲得にはフランスやネイティ
ブ・アメリカンの襲撃のリスクがあるとの報告が多数あった。これらのなかには、森林資源を調
査する調査官の護衛の必要を訴える報告や（53）、植民地商人から、当地の森林資源の確保のため
にはその土地の防衛が必要であるとの報告（54）も含まれていた。これらの報告が、スペイン継承
戦争中の植民地総督による防衛支援を求める主張の土台となっていく。だが、1690年代は、植民
地行政の担い手であった通商委員会が、植民地防衛に関して自衛を主とすることを求めていた時
代であり、本国による軍事的支援に対してそれほど積極的ではなかった（55）。しかし、1690年代
後半以降、北部植民地のフランスやネイティブ・アメリカンのリスクが高まっていく。九年戦争
（1689-1697）によりフランスとイングランドは戦争状態に突入したうえ、フランス領北米植民地
における人口の増加とフランスとネイティブ・アメリカンとの関係改善は英領北米植民地にとっ
て脅威であった。九年戦争終結後も対仏脅威は健在であり、スペイン継承戦争が勃発すると、対
仏脅威が一段と高まることとなる。
スペイン継承戦争が勃発すると、特にニューハンプシャー植民地において、ネイティブ・アメ
リカン、フランスからの植民地防衛の必要性が植民地総督によって本国に伝えられていく。最も
北部に位置する植民地であったニューハンプシャーは、北米北部の領有において英仏間の境界が
明確化されていなかったという状況もあり（56）、絶えずフランスやネイティブ・アメリカンの侵
入に曝されていた。そのため、ニューハンプシャー副総督のウィリアム・パートリッジ（William 
Partridge）の報告（57）にみられるように、豊富な森林資源を有し、船舶必需品の供給源となりう
る植民地を防衛する必要性が主張されていく。
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これらの主張を受け、スペイン継承戦争中、通商委員会も植民地防衛と船舶必需品とを結び付
けて認識していく。1703年には既に船舶必需品を北米で生産するにあたって植民地の防衛は必要
であると考えていたが（58）、1704年の通商委員会からアン女王への報告の中でも「マサチューセッ
ツ・ベイ植民地にて、船舶必需品生産のより良い保護とともに、その植民地の安全を良好にする
ために、いくつかの砦を建造と防備に関することについてである（59）」と論じている。通商委員
会は植民地の防衛に対して具体的な支援を検討するようになり、より積極的かつ具体的に植民地
防衛政策と船舶必需品生産を結び付けて議論していく。通商委員会は植民地貿易を管理する立場
であり、北部植民地の有効活用の方策を模索することが求められたため、重商主義者の論じる「北
部植民地不要論」を採用し、北部植民地を切り捨てるのではなく、植民地商人や総督が展開する
船舶必需品生産による「北部植民地有用論」を採用したのは当然のことであった。このことが、
プファルツ難民移住計画に大きな影響を与えることとなる。
このような、植民地防衛に関する主張の中に船舶必需品生産を織り込むという手法は、1703年
以降に多く表れる。これは、海軍のピッチ・タールの調達不安と、それに伴う通商委員会による
船舶必需品生産計画の本格化を受けて、船舶必需品を生産する土地の価値が高まったことが要因
である。植民地総督は、船舶必需品の生産地としての価値を示すことで北部植民地を有用な植民
地であると示し、本国からより適切な支援を引き出すことを狙っていた。そのため、船舶必需品
生産地を守るために植民地防衛が必要であるという主張が繰り返されることとなる。
植民地防衛と船舶必需品生産が強く結びつけられたものの最たる例がプファルツ難民移住計
画（60）である。プファルツ難民移住計画とは、1708年から1709年にかけてロンドンへと亡命した
プファルツ地方からの難民のうち、約3000人をニューヨーク植民地のハドソン川流域に植民させ、
当地にて船舶必需品、特にピッチとタールの生産に従事させようというものである。ハドソン川
流域にてプファルツ難民を船舶必需品生産に従事させ、そこから得ることができる利益によって
植民にかかるコストを回収するとともに、ブリテン住民と敵対集団との間に彼らを配置すること
で、植民地の障壁と成すことを意図した計画であった。このことは、計画について検討している
1708年に通商委員会が女王へ提出した報告の中で、プファルツ難民の入植について「彼らを
ニューヨークのハドソン川流域に定住させるために送り込むことを提案する。当地にて彼らは、
特に船舶必需品の生産の点でこの王国に有益なものとなりうるとともに、フランスとフランスに
協力するインディアンに対する開拓前線となるであろう（61）」と論じていることからも明白である。
この計画は植民地の防衛と船舶必需品生産とを強く結びつけた計画であったが、この計画の基は
明らかにベロモント伯の屯田兵計画であり、船舶必需品の生産と植民地防衛とを一手に叶える計
画として成功が期待された。しかし、計画自体の杜撰さ、プファルツ難民の拙い生産能力と生産
指導者の欠如といった要素により計画は進展せず、さらに、1710年より政権を握ったトーリが計
画に対して批判的であったことで、計画は失敗に終わる。しかし、この計画に、政府が多額の費
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用を投じたという事実は、船舶必需品生産と植民地防衛とが密接につながるものであると同時代
の政府も把握していたことを示している。
同時期のカナダの領有をめぐる問題も、本国にて船舶必需品と植民地防衛とが密接に関係する
ものと捉えられていたことを示す。仏領アメリカとの境界があいまいな北米北部の土地の領有を
主張しつつ、それらの土地を確保することの有用性を語る際に、これらの土地は船舶必需品の生
産可能な土地であり、本国にとって有益なものとなるという主張がなされた。具体的には、ノヴァ
スコシア、ケベック、モントリオールの有用性を説く際にこのロジックが用いられた。これらの
北米北部の土地は、毛皮や水産資源と共に船舶必需品生産可能な森林資源の豊富であるため、領
有すべきという主張が展開されることとなる。
このような主張は、17世紀末のノヴァスコシア領有問題において既に見られ、繰り返し用いら
れたものであった。これらの主張ではノヴァスコシアをフランスから奪還する理由として、如何
に森林資源が豊富かということが論じられている（62）。また、北米北部を領有するメリットを森
林資源に求めるという主張を、植民地総督だけでなく、植民地議会も本国に訴えていた（63）。ス
ペイン継承戦争のさなか、ノヴァスコシアを巡る英仏の植民地での争いが激化すると、フランス
の脅威を排除したい植民地側からノヴァスコシア侵攻の主張が出されることとなる（64）。その主
張の中では、ノヴァスコシアを領有するメリットとして当地の森林資源とそこから生産される船
舶必需品が強調されていた。特に、1710年のノヴァスコシアのポール・ロワイヤルへの侵攻に関
しては、同地からフランス軍が侵攻してくるという認識があったため、植民地側にて重視された。
ポール・ロワイヤル侵攻に成功したのち、マサチューセッツ総督ジョセフ・ダッドレイ（Joseph 
Dudley）はその報告の中で「戦争が継続し、陛下が、ケベックとモントリオールに派遣するの
に十分な戦力を望むのならば、それは神もし許し給わば、我々の軍はそれらを陥落させることに
成功し、それゆえ計り知れない価値のある船舶必需品、漁業、木材全てを得ることとなり、陛下
の手の内に全ヨーロッパの需要を満たすだけのものが完全に入るであろう（65）」と述べ、ポール・
ロワイヤル侵攻と同様のロジックを1711年のケベック、モントリオール侵攻の際にも用いた。
ニューハンプシャー総督とニューハンプシャー議会から女王へ同様の内容の陳述書が提出されて
いた（66）ことからも、このロジックが繰り返し利用されていたことが分かる。これらの軍事作戦
の要因を森林資源の獲得のみに帰結させることは不可能であるが、森林資源の獲得が当地を保有
するメリットとして喧伝されたということは、この主張が本国に対して一定の訴求力を持ってい
たことを表している。
森林資源が豊富で、船舶必需品を生産することが可能な土地をイングランドの領域として組み
込むことはイングランドの利益になると認識され、その認識は本国、植民地総督、植民地議会で
共有されていた。このように、北米北部を新たに領有するメリットとして船舶必需品の存在を強
調することが、軍事作戦を行う上でその作戦に意義があるということを主張する材料となってい
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た。本国政府が、植民地での船舶必需品の生産を望むなかで、植民地総督はそのためには植民地
の防衛が必要不可欠であると主張し、本国の軍事支援を要求することとなる。そしてその背景に
は、バルト海情勢の悪化に伴う1703年以降の船舶必需品生産計画の本格化と、船舶必需品の重要
性の高まりが存在していた。
４．おわりに
スペイン継承戦争の勃発による、船舶必需品の需要増大と、バルト海情勢の変化による1703年
の海軍用ピッチ・タール供給不安は、海軍の船舶必需品調達に大きな影響を与え、イングランド
にとって船舶必需品生産地の価値が向上することになり、船舶必需品生産計画に大きな影響を与
えることとなった。海軍にとって供給不安は一時的なものであったが、この供給不安は海軍資材
法成立を招き、船舶必需品生産計画を大きく進めることとなった。そして通商委員会は、この計
画を重商主義的観点に基づいて捉え、計画の推進によって北米植民地を船舶必需品生産地とする
ことの意義を主張することとなる。海軍も様々な供給地を得ること自体には賛成であり、計画を
進めるうえで船舶必需品生産地はイングランドにとって重要な存在であるという認識がコンセン
サスを得ていく。そして、この認識を北米植民地の総督は、北米植民地の防衛支援の要請を展開
する中で用いていくこととなる。
これは、当時の北米植民地、特に北部植民地が置かれた状況と大きくかかわっていた。北部植
民地は17世紀末より重商主義的観点から、本国への貢献が薄い、もしくは本国にとって害をなす
植民地という低い評価を得ていた。その一方で、フランス領北米植民地と隣接していることで、
名誉革命以降、フランスとネイティブ・アメリカンの脅威を受け続けるという状況に曝され続け
ていた。この脅威はスペイン継承戦争の勃発によって、緊急の問題となり、植民地の防衛をいか
に強化するかということは植民地総督にとって重要な課題となった。本国が船舶必需品の生産地
として北部植民地に着目したことで、植民地総督は北部植民地の有用性を主張することに、この
ような苦境からの脱却の可能性を見出すこととなる。
バルト海情勢の変化による船舶必需品の重要性の高まりは、植民地総督にも大きな影響を与え
ることとなる。1703年の供給不安以降、船舶必需品生産地の価値が上昇したこと、重商主義的な
観点において北米植民地で船舶必需品を生産することはイングランドの利益になるという認識が
一定のコンセンサスを持つものになったことの２点は植民地総督に有利に働いた。この２点を基
に植民地側は、船舶必需品生産地としての北部植民地の価値を主張し、北部植民地は重商主義者
が述べるような有害な植民地ではなく有益な植民地であると訴えていく。植民地に価値があるこ
とを主張し、本国からの軍事的支援を求めるために、北部植民地における船舶必需品生産計画を
植民地総督は積極的に利用することとなる。また、植民地総督の主張の特徴として、生産可能性
を持つ生産地に価値を置いていたことが挙げられる。戦争初期の北米植民地産のピッチ・タール
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の供給量は乏しいものであったが、生産可能性を強調することで、スペイン継承戦争期において
船舶必需品生産計画の重要性を主張し続けていた。これは、輸入や通商といった商業利益に力点
を置くのではなく、生産地としての土地がもたらす利益に力点を置くことを目的にした主張であ
る。このような主張の背景には、生産可能性を主張することで植民地の防衛の必要性を強調し、
そのための軍事支援を本国から引き出す狙いがあった。
北部植民地の価値を船舶必需品供給地としての存在に見出そうとする植民地総督の主張は、一
定の成果を生むこととなる。ポール・ロワイヤル、ケベックへの遠征は実施され、重商主義者の
論調も変化した。17世紀末の論考と異なり、1710年代以降の重商主義者の論考、ジョシュア・ジー
（Joshua Gee）、ウィリアム・ウッド（William Wood）、ダニエル・デフォー（Daniel Defoe）ら
の著作（67）の中では北部植民地で船舶必需品を生産することはブリテンの利益にかなうものであ
り、その意味ではこの植民地は本国にとって有益であると論じた。また、北米大陸の森林資源が
着目される中で、北米北部における対仏戦闘においても防衛のみならず遠征を正当化するための
ロジックとして援用されていたことは着目に値する。北米北部で新たな領域を確保するメリット
として当地の森林資源が強調され、実際にポール・ロワイヤルやケベックの遠征を実施する際に
これらの論調は用いられることとなった。これらの議論は、英仏のノヴァスコシア境界問題から
発展したものであり、当該地域を領有するメリットとして豊富な森林資源が強調され、北米大陸
北部の森林資源の価値が評価されることとなった。
通商委員会など本国側も、植民地の防衛と船舶必需品の生産を関係させて認識はしていたが、
最も重視したものは、北部植民地を重要主義体制の中で活用することであり、通商であった。し
かし、植民地総督は、生産地の重要性を強調し、防衛支援を要求するために、船舶必需品生産計
画を植民地の維持、拡大ロジックとしての積極的に利用していくこととなる。しかし、北部植民
地での生産拡大はそれほど行われず、生産指導も不十分であったことから、植民地総督が生産の
拡大そのものに積極的であったとは言えない。それ故に、実際に生産することによって得られる
利益よりも、想定されうる利益を主張することで植民地の有用性を語るほうに注力していたと考
えられる。また、マサチューセッツ植民地総督ジョセフ・ダッドレイは通商委員会への報告の中
で、対仏脅威が船舶必需品生産を阻害しているという主張（68）をしているように生産が進まない
ことへの弁明にも戦争を持ち出していた。
重商主義体制下の「イングランドの利益」という観点を利用しつつ、北米植民地の総督たちは
スペイン継承戦争のさなか、対仏、対ネイティブ・アメリカンの脅威にさらされていた自らが属
する植民地の防衛をより強固にすることを目的として、本国の政策を利用した提案を本国側にし
ていた。これは通商委員会が当初意図するものとは異なる主張ではあったが、船舶必需品生産計
画は「イングランドの利益」になるという認識を基にして、植民地独自の見解に正当性を持たせ
ていくこととなる。植民地総督をはじめとする植民地側は、当時の本国政府において共通理解と
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なりつつあったイングランドの利益としての重商主義体制の構築、維持の必要性を利用し、自ら
の利益を引き出すことを狙っていた。この「イングランドの利益」に北部植民地を組み込むこと
によって、17世紀末には軽視されていた植民地防衛の改善を求め、北部植民地の防衛を引き出す
ことを意図した。バルト海情勢の急変に伴い、海軍と通商委員会を中心に推進されていく船舶必
需品生産計画は植民地政策として重要なものとなった。植民地総督は本国の利益を意識しながら
も、直面する現状に対応するために本国の政策を植民地の利害のもとに利用していたのである。
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